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租税特別措置の適用状況（平成29年度）①

注 財務省「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（平成31年２月国会提出）より抜粋。
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租税特別措置の適用状況（平成29年度）②

注 財務省「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（平成31年２月国会提出）より抜粋。 2



注 財務省「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（平成31年２月国会提出）より抜粋。

租税特別措置の適用状況（平成29年度）③
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租税特別措置の適用状況（平成29年度）④

注１ 財務省「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（平成31年２月国会提出）より抜粋。
２ 適用額の内容は、法人税関係特別措置の種類によってそれぞれ異なる。例えば、法人税率の特例については対象となる所得金額、税額控除については税額控除額、
特別償却については特別償却限度額等、準備金については積立額のうち損金算入額を示してい
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租税特別措置の地方税への影響の仕組み

注 税制調査会 第３回法人課税ディスカッショングループ 総務省提出資料（平成26年４月14日）より抜粋。
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○ 種類ごとの税負担軽減措置等の数及び適用額の総額の状況

地方税における税負担軽減措置等の適用状況（平成29年度）①

注１ 総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（平成31年２月国会提出）より抜粋。
２ 適用額の総額は、１億円未満は四捨五入している。

ただし、適用額の総額が１億円に満たない場合は0.1億円未満を四捨五入している。
また、税負担を増加させる措置又は特例については、適用額の総額に含まない。
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○ 種類ごとの税負担軽減措置等の数及び適用額の総額の状況（続き）

注１ 総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況に関する報告書」（平成31年２月国会提出）より抜粋。
２ 適用額の総額は、１億円未満は四捨五入している。

ただし、適用額の総額が１億円に満たない場合は0.1億円未満を四捨五入している。
また、税負担を増加させる措置又は特例については、適用額の総額に含まない。

３ 〔 〕内の数値は、課税標準（事業所税床面積（㎡））に600円／㎡の税率を乗じたものである。
４ 上段の税負担軽減措置等と同一の条文で規定しており、総数の229には含まない。

地方税における税負担軽減措置等の適用状況（平成29年度）②
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地方税における税負担軽減措置等の適用状況（平成29年度）③

○ 税負担軽減措置等に該当する措置又は特例ごとの適用額の総額の状況（法人住民税）

注１ 総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（平成31年２月国会提出）より抜粋。
２ 「道府県税の課税状況等に関する調」、「市町村税課税状況等の調」を基に作成。
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地方税における税負担軽減措置等の適用状況（平成29年度）④

注１ 総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（平成31年２月国会提出）より抜粋。
２ 「道府県税の課税状況等に関する調」を基に作成。
３ 種類の欄に「税額」、「課税標準（所得）」、「課税標準（収入金額）」とある特例措置については、地方法人特別税にも影響は生じている（地方創生応援税制

を除く。）が、この集計表には反映していない。

○ 税負担軽減措置等に該当する措置又は特例ごとの適用額の総額の状況（法人事業税）
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注１ 東京都主税局「分割基準のガイドブック」（平成29年７月）等より作成。

２ 平成29年３月30日以前に終了する事業年度は、課税標準の３／４を事業所等の固定資産で発電所の用に供するものの価額、１／４を事業所等の固定資産の価額で按分。

３ 資本金１億円超の外形標準課税対象法人の場合。

・「事業所等」とは、「事業の必要から設けられた人的及び物的設備であって、そこで継続して事業が行われる場所」をいう。

・「従業者」とは、「俸給、給料、賃金、手当、賞与その他これらの性質を有する給与の支払いを受けるべき者」をいう。

○ 法人事業税・法人住民税は、事業所等を有する法人に、その事業所等が所在する地方団体が課税

○ 法人の事業所等が２以上の地方団体にある場合、課税権の調整が必要

「分割基準」＝課税標準を事業所等の所在する地方団体に分割する基準

課税方式 分割基準

保険業 収入割

その他

　従業者の数
　(資本金１億円以上の法人：工場の従業者数を1.5倍)

　軌道の延長キロメートル数

発電事業
　課税標準の３／４：事業所等の固定資産で発電所の用に
　　　　　　　　　　供するものの価額
　課税標準の１／４：事業所等の固定資産の価額

送配電事業
　課税標準の３／４：発電所に接続している電線路の電力容量
　課税標準の１／４：事業所等の固定資産の価額

小売電気事業
　課税標準の１／２：事業所等の数
　課税標準の１／２：従業者の数

法人住民税
（法人税割）

従業者の数

非製造業

法人事業税

電気供給業
（注２）

製造業

鉄道事業・軌道事業

倉庫業

ガス供給業

事業

所得割
付加価値割
資本割
(注３）

収入割

　課税標準の１／２：事業所等の数
　課税標準の１／２：従業者の数

　事業所等の固定資産の価額

○ 法人事業税・法人住民税の分割基準とは

○ 法人事業税・法人住民税の分割基準（平成29年４月１日現在）

法人事業税・法人住民税の分割基準の概要
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第一 平成28年度税制改正の基本的考え方

１ デフレ脱却・日本経済再生に向けた税制措置

（１）成長志向の法人税改革

② 法人税制をめぐる諸課題

ロ 地方法人課税については、大法人向けの法人事業税の外形標準課税の

拡大も踏まえ、分割基準や資本割の課税標準のあり方等について検討

する。あわせて、外形標準課税の適用対象法人のあり方についても、

地域経済・企業経営への影響も踏まえながら引き続き慎重に検討を行う。

平成28年度与党税制改正大綱（分割基準に関する部分抜粋）
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考え方 改正内容

　オフィスにおけるＯＡ化注２や工場におけるＦＡ化注３な
どの企業全体の省力化に伴い、製造業において直接的な生
産に携わらない間接部門の人員の占めるウェイトが高まっ
ている

製造業（資本金１億円以上の法人）
⇒工場の従業者数を1.5倍に割り増し

　証券業と銀行業は、近年、その業務内容及び業務形態に
おいて近接してきている

証券業
⇒１／２を「従業者数」
　１／２を「事業所等の数」で分割
　（※銀行業と同じ分割基準）

○平成元年度改正

考え方 改正内容

　近年、効率化のために人員を削減し、店舗戦略等として
の事業所の持つ重要性が相対的に高まっている
　事業所数は、所在するだけで一定の行政サービスを受益
していること、簡明な基準であり申告法人の事業負担も小
さいこと等から、指標に適している

製造業以外の事業（資本金１億円以上の法人）
⇒１／２を「従業者数」
　１／２を「事業所等の数」で分割

　近年、法人における本社管理部門の形態は、事業部制等
で多様化・分散化しつつあることから、本社管理部門の従
業者数の圧縮措置の意義・効果が乏しくなっている
　本社管理部門の従業者数の圧縮措置と、非製造業におい
て今回「事業所数」基準を導入することは趣旨が重複

本社管理部門の従業員数の圧縮措置
（１／２に割り落とし）
⇒廃止（製造業・非製造業とも）

○平成17年度改正

注１ 総務省「第23回地方法人課税のあり方等に関する検討会」（平成27年４月23日）資料及び一般財団法人地方財務協会「改正地方税制詳解」より作成。

２ 電子機器を利用して事務の省力化を図ること。

３ コンピューター制御技術を用いた作業の自動化を行うこと。

平成元年度及び平成17年度における分割基準の改正内容とその考え方
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